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中期経営計画「Vista2027 Stage I」の総括
Summary of "Vista2027 Stage I" Medium-term Business Plan

中期経営計画「Vista2027 Stage II」
"Vista2027 Stage II" Medium-term Business Plan

当社グループは、2022年4月に長期経営計画「Atelier 2050」および中期経営計画「Vista2027」をスタート
させました。Vista2027は、Atelier2050に掲げたあるべき姿へ至る通過点として策定した6カ年の計画です。
Vista2027の前半3カ年となるStage Iでは、売上高、営業利益、経常利益、純利益、すべてで過去最高益を更
新しました。また、経営指標として掲げていた売上高営業利益率、ROE、配当性向、総還元性向においても、す
べてで目標を達成しました。

当社グループは、2025年4月、Vista2027の後半3カ年となるStageⅡをスタートさせました。StageⅠを終
え、成長のための課題として「新製品・新事業の創出強化」「適切な経営資源配分」「化学品セグメントの収益性
改善」を認識しました。これら課題認識を基に、StageⅡでは最重要課題を「新製品の創出」と定めました。

● �最終年度である2024年度の実績は、売上高2,514億円（前年比＋11% ）、営業利益568億円（前年比＋18% ）

　 営業利益はコロナによる半導体特需の反動があった2023年度を除き、毎年最高益を更新

● 機能性材料と農業化学品が業績を牽引

損益および経営指標

　最重要課題を新製品の創出としたうえで、長期経営計画 

Atelier2050の実現に向けた通過点となる2027年度の
あるべき姿を、Stage Iから進化させた形で新たに設定し

ました。

2027年のあるべき姿

基本戦略に基づく施策の実行状況

　Vista2027では、Stage I、II共通で「価値共創で未来

に挑む企業へ」をスローガンとして掲げています。また、

Stage IIの方針として「持続的な成長、安定収益の礎を築

く」を新たに設定しました。基本戦略としては「現有事業

StageⅡの方針と基本戦略
の利益拡大」「2030年を見据えた新製品の開発」「事業基

盤の強化」の3つを設定し、短期的な成長をしっかり確保

しつつ、その先を見据えた成長のための戦略を着実に実行

していきます。

現有事業のシェア・利益の拡大に向けた施策
　● 積極的な設備投資を実施、成長分野における製品の供給体制を強化
　● Nissan Bharat Rasayan PVT. LTD.にて農薬原体工場、NCK Co.,Ltd.にて半導体材料工場の商業稼働を開始

サステナブル経営の推進に向けた施策
　● サステナビリティ・IR部の新設、気候変動／自然資本に関するシナリオの深化／開示
　● GHG排出量削減に向けた施策の実施(例：硝酸プラントN2O分解設備導入工事)

将来のコア技術獲得に向けた施策
　● 生物科学研究所バイオロジカルグループの新設とバイオ農薬の研究開発推進
　● デジタル改革推進部の新設、全社のDX基盤整備の実施

Stage Iにおいて計画したさまざまな施策を着実に実行しました。

価値共創で未来に挑む企業へ経営計画スローガン

持続的な成長、安定収益の礎を築く

事業基盤の強化

現有事業の利益拡大
成長分野の強化 ア系製品の収益性改善

2030年を見据えた
新製品の開発

 ��半導体、農業化学品へ資源を集中投下
 ��次世代材料・新剤の開発

   ・半導体：実装材料、EUV材料など
   ・農業化学品：バイオ農薬、新規動物薬など

 ��戦略投資（M＆A）の積極活用

 ��人材育成の強化
 ��研究開発基盤および機能の拡充

 ��デジタル基盤の拡充
 ��知的財産の活用強化

 ��ガバナンス・コンプライアンスの強化
 ��サステナビリティの向上

 ��固定費の圧縮
    （2024年度 減損計上済）

 ��コストダウンの継続実施
 ��外部製造委託の活用
 ��不採算製品の販売中止

 ��Go/Stopの迅速化
 ��ターゲット材料の明確化
 ��戦略投資（M＆A）の積極活用

方
針

基
本
戦
略

現有事業が業績を力強く牽引し、
新たなコア技術＊を活用した製品
開発が進展している

デジタル基盤構築による、業務の
効率化・高度化に向けた施策を実
行している

サステナビリティに関わる取り組み
が組織的に進められ、社会や環境の
課題解決に資する製品・サービスを
提供している

＊微生物制御、情報科学

●経営指標 

（億円）
2021年度実績 2022年度実績 2023年度実績

2024年度

実績 前年度比

売上高 2,080 2,281 2,267 2,514 +11%

営業利益 510 523 482 568 +18%

経常利益 537 558 516 580 +12%

純利益 388 411 380 430 +13%

EPS （円/株） 271.88 291.36 272.82 313.26

為替レート （円/ドル） 112 136 145 153

ROE 19.2% 19.4% 17.1% 18.7%

自己資本比率 73.6% 73.1% 70.3% 70.5%

ネットD/Eレシオ -0.06倍 -0.01倍 0.09倍 0.06倍

●財務指標
2021年度実績 2022年度実績 2023年度実績

2024年度

実績 目標

売上高営業利益率 24.5% 22.9% 21.3% 22.6% 20%以上 達成

ROE 19.2% 19.4% 17.1% 18.7% 18%以上 達成

配当性向 44.9% 56.3% 60.1% 55.5% 55%以上 達成

総還元性向 75.6% 78.0% 86.2% 82.0% 75%以上 達成

新製品・新事業の創出強化 適切な経営資源配分 化学品事業の収益性改善課題

新製品の創出最重要
課題
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中期経営計画「Vista2027 Stage II」
"Vista2027 Stage II" Medium-term Business Plan

　損益および経営指標については、Stage II最終年度と

なる2027年度において、売上高2,930億円、営業利益

650億円と計画しました。経営指標の目標はStage Iから

据え置きましたが、株主還元について、Stage Iから引き続

き高い水準を維持します。安定的・継続的配当と機動的

な自己株式取得により、積極的な株主還元を継続します。

　非財務指標では、持続可能な社会に貢献するため、「日

産化学サステナブルアジェンダ（社会課題解決に貢献す

る製品・サービス）の連結売上高に占める割合」の2027

年度目標を60%以上へ引き上げました。

●成長分野の強化
　成長が見込まれる機能性材料および農業化学品セグメ

ントへM&Ａを含めて経営資源を集中的に投下し、既存製

品や新製品の販売・開発を進め、利益の最大化を図ります。

　機能性材料では、半導体材料、無機コロイドを中心に拡

販するとともに、次世代材料の開発、顧客からの採用獲得

●アンモニア系製品の収益性改善
　化学品事業は、中国企業の安価な化学品台頭の影響等

により、近年、収益性が低下しています。そのため、固定

費の圧縮、コスト削減策の実施、外部への製造委託による

設備投資の適正化、不採算製品の販売中止などに取り組

み、2027年度以降、化学品全体で営業利益率5%以上の

安定収益を確保する体制を構築します。

第1の戦略：現有事業の利益拡大

「Vista2027 Stage II」の数値目標

に注力し、売上、利益を伸ばしていきます。農業化学品で

は、国内市場シェアNo.1を堅持、海外市場への拡販によ

る増収に加え、農薬の新剤、動物薬、バイオ農薬の開発を

加速させ、高い利益水準を維持します。 

●売上高・利益計画                                         
　　　　　　　　　　　（億円） 2024年度実績 2027年度＊1

売上高 2,514 2,930
営業利益 568 650
経常利益 580 655
純利益 430 480
EPS （円/株） 313.26 366.28
ROE 18.7% 18.5%
為替レート （円/ドル） 153 140

●財務指標 2024年度実績 2027年度中計 2025-2027年度目標

売上高利益率 22.6% 22.2% 20%以上

ROE 18.7% 18.5% 18%以上

配当性向 55.5% 55.0% 55%以上

総還元性向 82.0% 75.0% 75%以上

●非財務指標

日産化学サステナブルアジェンダ 連結売上高に占める社会課題解決に貢献する製品・サービスの合計売上高：60％以上（55%以上維持より上方修正）

人材の確保・育成 人材育成に関する社員意識調査肯定回答率：65％以上

ダイバーシティの推進 研究員に占める女性総合職比率：18％以上

気候変動の緩和 温室効果ガス（GHG）排出量：2018年度比30％以上削減

 （29%）

796億円 716億円＊2 510名＊3

セグメント別 設備投資 セグメント別 研究開発費 セグメント別 研究所人員

2025－27年度累績（中計） 2027年度中計

454
億円
 （57%）

■機能性材料
■農業化学品
■その他112億円

 （14%）

 （30%）
333
億円
 （47%）

164億円
 （23%）

 （32%）

235名
 （46%）

110名
 （22%）

2025－27年度累績（中計）

＊2  2025年度より企画本部の一部経費を
　　研究開発費(その他セグメント)に含む　
＊3  総合職の概数

機能性材料、農業化学品に経営
資源の約70%を割り当てる

キャピタルアロケーション
　2025年度から2027年度の3年間における営業キャッ

シュ・フロー等は約2,500億円を計画しています。着実に

キャッシュを創出し、そのキャッシュを株主還元に約1,000

億円、研究開発費・設備投資に合わせて約1,500億円を割

り当て、企業価値の向上を図っていきます。また、新製品・

新事業の創出強化に向け、M&Aを含め、戦略投資を積極

的に行います。なお、戦略投資のための資金は必要に応じ

て借入金などにより調達します。

　ガバナンス、コンプライアンス、サステナビリティを最

重要の要素とし、当社グループ全体の持続的な成長を支

える事業基盤の強化に取り組みます。また、企業理念およ

びあるべき姿の実現のため、資源を最適に配分し、人材育

第3の戦略：事業基盤の強化
成の推進を通し企業を支える従業員重視の体制を強化し

ます。さらに、社会のデジタル化・グローバル化、そして

多様化・高度化する市場の要求に対応できるよう、研究開

発基盤や、IT・DX推進体制などの強化に取り組みます。

第2の戦略：2030年を見据えた新製品の開発
　2025年度から2027年度までの3年間で、現有事業お

よび企画本部の新製品売上高を2倍以上に増やす計画で

す（2024年度実績：113億円）。また、2030年、その先を

見据えて、製品の開発を行っていきます。

研究開発基盤・知的財産 IT・DX

人材育成

ガバナンス・コンプライアンス・
サステナビリティ

研究開発基盤・知的財産
●半導体材料研究2拠点化
●最先端技術活用による解析基盤強化
●Product Lifecycle Managementシステム導入
●IPランドスケープによる事業支援

IT・DX
●デジタル基盤拡充
●セキュリティツール導入
●インフォマティクスの素材・材料探索への活用

ガバナンス・コンプライアンス・サステナビリティ
●ガバナンス向上およびコンプライアンス体制強化
●レスポンシブル・ケア活動徹底
●品質保証体制強化

人材育成
●経営者・マネージャー層強化
●グローバル人材、DX人材および
  データサイエンティスト育成
●キャリア開発支援、タレントマネジメント強化

環境エネルギー領域 二次電池材料、水素エネルギー材料、ペロブスカイト太陽電池用材料の創出に注力

情報通信領域 半導体向け実装材料、光導波路材料、電子機器放熱材、CIS用材料＊4、位相差フィルム用配向材の創出に注力

ライフサイエンス領域 新規動物薬・新農薬原体・核酸医薬品の創出、バイオ分野でのコア技術獲得、外資企業との協業に注力

＊4  CIS：CMOSイメージセンサー

50

40

30

20

10

0（億円）
2021年度
実績

2024年度
実績

2027年度
計画

2030年度
イメージ

38億円  

 

2億円
24億円

10.1％10.1％

0.5％0.5％

5.5％5.5％

2025－27年度累計（概算）

キャッシュ・イン キャッシュ・アウト

戦略投資（M＆A）のための
デット調達

戦略投資
（M＆A）

営業CF等
（研究開発費控除前）

2,500億円
2022-24年度
累計比＋22％

（CAGR7％）

研究開発
700億円
設備投資

800億円
株主還元

1,000億円

＊1  中計数値には将来の戦略投資（M＆A）に
       よる影響は含まない

●化学品セグメント 営業利益・営業利益率
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長期経営計画「Atelier2050」
"Atelier2050" Long-term Business Plan

2050年のあるべき姿

企業の姿

 人と自然の豊かさを希求し成長する
 未来創造企業

組織の姿

強い情熱で変革に挑む
共創者集団

事業領域

 �情報通信、ライフサイエンス、
環境エネルギーを成長事業領
域、素材・サービスを基盤事
業領域として、成長を遂げて
いる

 �微生物制御技術を核にライフ
サイエンス事業の領域は拡大
し、センシング材料等により情
報通信事業が伸長している。
環境エネルギー事業が本格化
し、地球環境に大きく貢献して
いる

社会との関わり

 �社会課題の解決に貢献する事
業・製品の拡大

 �地球環境への負荷軽減に根差
した経営の推進

 �地域を含め社会全体から信用
され、評価される企業へ

社員の姿

 ��誠実を力に
　�人を信じ尊重する。責任感を

持って成し遂げる。誰かのため
に努力する。力を合わせる。誠
実は日産化学の強みであり、ア
イデンティティ

 ��志で踏み出す
　�個々に理想を探求し、その実

現のために枠を超え、試行錯
誤を重ね、変革に挑む

 ��協働を超えた共創へ
　�多様なアイデアと情熱をぶつ

けあう勇気を持ち、協働を共
創に進化させる

［基本姿勢］

基本戦略

サ ス テ ナ ブ ル 経 営 の 深 化 経 営・業 務 基 盤 の 変 革事 業 領 域 の 深 耕 と 拡 大

1

 情報通信
　 - �次世代ディスプレイの材料開発

と参入、進化する半導体技術に
適合した材料の提供

　- �センシング分野・光機能性材料等
への参入 

 ライフサイエンス
　- �微生物農薬への進出、微生物制

御技術を活用した医療や環境関
連分野への展開 

 環境エネルギー
　- �環境課題解決に寄与する電池関

連・再生可能エネルギー・CCUS
材料の開発

成長事業に関する
新たな領域に進出

2

 �日産化学サステナブルアジェンダの
追求・拡大

 �カーボンニュートラルの実現
    (Scope1+2)

 �未来を共創する風土の醸成

環境・社会課題解決に貢献する
事業活動を展開

3

 �仮想空間と物理空間の融合・AI解
析の強化

 �デジタル化・自動化・ロボット化に
よる創造的業務への集中

デジタル技術を活用し
価値創造プロセスを高速化

事業領域

コア技術
精密有機合成 機能性高分子設計

微生物制御

微粒子制御

情報科学

生物評価 光制御［既存技術］

［新技術］

社会課題
の解決

地球環境の保全
食料問題の解決

気候変動の緩和
スマート社会の実現

健康問題への対応
生活の質の向上

事 業

 1 情報通信  3 環境エネルギー 2 ライフサイエンス  4 素材・サービス

 ��半導体材料

 ��ディスプレイ材料

 ��光機能性材料

 ��農薬
 ��動物薬
 生体材料
 医薬品

    (低分子、核酸、ペプチド）

 ��工業薬品
 ��コロイダルシリカ
 ��関係会社

 ��二次・燃料電池材料

 次世代太陽電池材料
 CCUS材料

 CO2還元システム バイオスティミュラント

 ��メタマテリアル材料

成長事業 基盤事業

 ��センシングシステム
〈IoTセンサー材料〉          〈生体模倣センサー〉

 マイクロバイオーム
〈農業・医療〉  　  　　　  〈微生物資材〉

新たな
領域への

進出

長期経営計画「Atelier2050」は、2050年を見据えた社会課題・社会変化を改めて議論し、解決すべき課題・
必要な取り組みを踏まえて策定しました。2050年のあるべき企業の姿を「人と自然の豊かさを希求し成長す
る未来創造企業」、組織の姿を「強い情熱で変革に挑む共創者集団」として、当社グループが社会課題の解決に
寄与し、発展を続けていくための道筋を示した計画です。

　情報通信、ライフサイエンス、環境エネルギーを成長事

業領域、素材・サービスを基盤事業領域とします。既存の

コア技術に加え、微生物制御、情報科学という新技術を獲

得することで、3つの成長事業に関する新たな領域に進出。

コア技術の進化と融合により、各事業領域の成長を加速

させ、社会課題解決に貢献していきます。

　「事業領域の深耕」「サステナブル経営の深化」「経営・業務基盤の変革」の3つを基本戦略として設定し、あるべき姿の実

現を目指します。

　Atelier2050では、カーボンニュートラルの達成、食料

問題の解決をはじめ、社会からのさまざまな要請に応え、

次の100年に向けて成長し続ける企業グループを目指し

ます。さらに、企業発展の原動力として、社内外の知を融

合し、挑戦し続ける企業文化を醸成します。これらを踏ま

え、2050年のあるべき姿を描きました。


